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4 震源情報可視化システム 

地震活動の空間分布や時間変化について地図上やグラフ上にプロットし、視覚化すること

で、現在の地殻活動の状態やその時間変化を把握することが出来、また情報発信に活用す

ることが出来る。地震の震源情報について可視化し、一般利用を目指して構築を進めてい

るプラットフォーム上で即時的に展開、情報発信するために、web を利用した情報発信シ

ステムを構築した。本システムは海洋研究開発機構で運用されている仮想サーバ上に構築

され、DMZ に移行することで外部からの閲覧も可能である。  

4.1 地震発生情報の可視化 

本システムではアーカイブデータおよびリアルタイムデータによる自動震源およびオ

ペレータの手動験測データを利用した高精度震源情報を web 上で可視化する。分かりやす

く、かつ地震活動監視に必要な情報を取り出すことが出来るようにするため、次のような

構成とした。 

本システムによる web サイトを開くと、まず最近（過去二週間）の地震を地図上にプ

ロットした画面となる（図３－５－（３）－18）。表示範囲はインタラクティブにマウス

で拡大縮小が出来、注目したい場所の活動を詳しく見ることが出来る。背景地図は地理院

地図の「色別標高図」を基本とした。これは標高だけでなく海底地形が分かるため、南海

トラフにおける地震活動度の把握に適切である。背景地図を任意の地図画像に変更する事

図３－５－（３）－17 緑の四角の範囲における地震の統計情報の可視化。左のパネ

ルに震源の分布、右のパネルには一番上に地震活動の時間変化を示し、その下に地

震発生率（地震の累積頻度；実線と Cusum；点線）、地震発生率に関する DAIC、z 値、

b 値（指定した日付より前；実線、および後；点線）、b 値に関する DAIC、平均地震

規模の変化に対する Cusum を示す 
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も可能とした。地図上には震源が深さ別で色分けされて表示される。震源にはそれぞれ誤

差の範囲を示す棒が表示される（ほとんどの場合は震源を表す印のサイズより誤差の範囲

が狭いため、棒は見えない）。表示する震源カタログは、アーカイブデータおよびリアル

タイムデータによる自動震源、そしてオペレータによる高精度震源情報から選択すること

が出来る。絞り込み検索により、震源情報を表示する期間、マグニチュード、深さの範囲

も指定可能である。 

 

 

4.2 任意のグラフ作成による詳しい地震活動の可視化 

さらに詳しく地震活動を把握するため、表示されている地震の震源カタログから様々

なタイプのグラフを作成することが出来る（図３－５－（３）－19）。ここでグラフは横

軸、縦軸をリストから任意に指定できる仕様とした。これによってユーザが好みの情報を

可視化でき、独自の視点に基づいて震源情報を可視化、比較、分析が可能となる。それぞ

れの軸には「日時」、［緯度］、「経度」、［深さ］、「マグニチュード」、「累積個数」、および

「サイズ分布」が指定可能である。 

東西方向に対する震源の深さ分布をプロットした場合を図３－５－（３）－20 に示

す。縦軸、横軸の組み合わせは自由であるが、横軸に「サイズ分布」を指定した場合の縦

軸は累積個数に固定され、軸は 10 を底とする対数表示となる（図３－５－（３）－21）。

表示する地震リストの地図上の範囲については、マウスで矩形をドラッグして指定する。

また、地震活動度の他に、DONET 観測点における水圧データを並べて表示できるようにし

た。この機能を使えば陸上の地殻変動の観測データ等を地震活動度と並べてプロットする

ことも可能であるが、そのためには今後の機能の拡張が必要である。 

 

図３－５－（３）－18 震源情報を可視化する web サイト。アクセス時は地図上

での過去 2 週間分の震源分布を表示する 
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図３－５－（３）－19 グラフ作成のための設定画面。グラフの縦軸、横軸にプ

ロットする量は、日時、緯度、経度、深さ、マグニチュード、累積発生回数から任

意の組み合わせで選択が出来る  

図３－５－（３）－20 DONET1 観測点直下の地震について、東西方向に対する

深さ断面をプロットした例。プロットに使用する震源の範囲は、マウスのドラッグ

操作で指定（青四角） 
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c) 業務の成果 

DONET データを用いて自動で南海トラフにおける地震活動を監視、震源決定を行い、

震源カタログを用いた解析から地殻の応力状態の把握、地震活動状態の可視化による分析

を行うための一連のシステムを開発、構築した。これにより、南海トラフにおける地震活

動の監視能力と地殻の応力状態の把握、分析能力の向上が可能となった。 

 

d) 結論ならびに今後の課題 

 地震活動を定常的にモニタし、得られる震源情報および地殻変動などの関連情報から地

殻活動に関する情報を引き出すためには多様な視点に基づく様々なデータを比較すること

が重要である。本業務ではそのためにはインタラクティブなシステムを構築し、様々な情

報を自由な形で比較できるシステムの基礎が完成した。ここで構築したシステムで比較で

きるのは、開発期間の制限から震源カタログに基づく情報に限られ、そこから計算される

地震活動の統計的性質などは含まれない。このような計算も同時に行い、比較可能なシス

テムを構築すれば、地震活動度と地殻の応力状態の検討がより詳しくできるようになると

期待される。また、地震活動度と陸上における地殻変動観測データ等との比較も有用であ

る。構築したシステムでは震源は地図上にプロットしたが、詳細な地震活動の把握のため

には、三次元の震源分布を既存の断層の分布等の構造データに重ねて表示する等の工夫が

必要かもしれない。本システムは様々なアイディアを目的に応じて付加することが可能で

あり、このように高機能化することで、南海トラフにおける地震活動の多様性の把握やそ

の分析にも役立てられることが期待される。一般利用を目指して構築を進めているプラッ

トフォーム上での展開、情報発信も必要である。  

図３－５－（３）－21 地震のサイズ分布を表示した例。縦軸は対数なので、0 な

ら累積１個、１なら累積 10 個、２なら累積 100 個の地震が発生した事を示す 
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4) 災害情報プラットフォームの開発 

a) 南海トラフ災害情報プラットフォームの開発 

 文部科学省委託事業「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」の取り組みの一つと

して、南海トラフ広域地震に関する情報が集約され、リアルタイムかつ統合的に発信され

るWebサービスを可能にする「南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」（以下：災

害情報プラットフォーム）を構築した。災害情報プラットフォーム上では、各種地理空間

情報や歴史資料、観測設備のリアルタイムデータ、他の研究課題の調査結果、研究成果、

ハザード評価、リスク評価などの情報を統合して発信している。（図３－５－（３）－

22） 

 

 

図３－５－（３）－22 災害情報プラットフォーム ver2.0_Top 画面

（https://nankai-bosai.jp/v2.0/） 

 

ア）災害情報プラットフォームの設計 

 まず、災害情報プラットフォームの設計を行った。自治体が有する各種地域データと、

1)2)3)にて前述しているプロジェクト内の研究成果（名大、JAMSTEC、東大など）を含み多
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様な既存データの収集・整備を実施するとともに、これらの利活用システムについて検討

した。 

Topページと各地域の自治体ページを作成し、それぞれから各地の地震や津波、および液

状化の想定情報をマップで閲覧、各地の自治体HPで公開されている災害に関する対策の活

動や広報の情報などについてテキストやリンクURLの閲覧が可能となった。 

 

イ）利用者の権限設定と閲覧情報種別 

利用者の権限については、扱われる情報の公開・非公開性などを配慮して条件づけるこ

ととして設定する方針とした（表３－５－（３）－４と図３－５－（３）－23）。 

 

表３－５－（３）－４ ユーザと権限 

ユーザ種別 権限の条件 

一般ユーザ 公開情報のみ閲覧 

地域研究会ユーザ 限定公開も含むすべての情報の閲覧および

コメント等入力も許可 

プロジェクト研究者 限定公開も含むすべての情報の閲覧および

最新研究成果の登録が可能 

 

 

 

図３－５－（３）－23 各ユーザ向けの閲覧情報種別 

 

 

最新研究成果をマップ選択し閲覧  

プロジェクト成果報告書  

PJ 報告書の研究位置マップ表示機能  

被災想定地域の行政公開情報を収集しデー

タベース構築、検索機能開発、マップ表示 

集約情報データベース 

現状を知ることができる  

シミュレーション結果  DONET リアル

タイム情報  

地域評価情報  

防災に使えるコンテンツを集めたページ 

事前復興の考え方  

災害教訓  

計画・対応に役立てる  

最新研究成果や既存情報 

南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム 

一般向

研究向 行政向

登録 
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ウ）災害情報の種別と閲覧方法 

 内閣府が公開している南海トラフ広域地震に関する地震動、液状化、津波浸水の想定マ

ップや、その他災害に関するハザード情報、各自治体がホームページ等で公開している対

策や広報の情報などを取り扱う。公開情報については随時調査し、マップにて表示できる

源データが入手可能なものはマップ化し、それ以外のデータは入手先のリンク集として取

りまとめている。（図３－５－（３）－24） 

 

図３－５－（３）－24 各情報・機能への移動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ) 敵を知る 

ⅱ) 自分を知る 

ⅲ) 考える 

ⅳ) 行動する 

ⅴ ) 研究一覧を見

ⅵ) 調べる 

ⅶ) プロジェクト

の概要 

 

PJ 成果報告書を見る 

ⅴ)からも閲覧可能 
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ⅰ)「敵を知る」 

南海トラフによる被害想定情報や各地の対策設備などの情報が閲覧することができる。

（図３－５－（３）－25 から 29） 

  

図３－５－（３）－25 （左）地震動（モデル A_基本ケース）  

図３－５－（３）－26 （右）津波浸水深（ケース 01_堤防３分破壊） 

 

  

図３－５－（３）－27 （左）液状化（モデル A_基本ケース） 

図３－５－（３）－28 （右）関西地域の国土数値情報緊急輸送道路データ 

 

 

図３－５－（３）－29 南海トラフの津波到達シミュレーション例 画像１（JAMSTEC） 
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ⅱ)「自分を知る」 

自治体（主に府県）の災害に関する情報をまとめて閲覧することができる。(図３－５－

（３）－30、31) 

 

図３－５－（３）－⑤－30 地域選択ページ 

 

 

図３－５－（３）－31 大阪府ページ（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GIS マップ  各種想定マップ画像 

自治体 HP やメディア記事  

地域、自治体を選択 
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ⅲ)「考える」 

現在公開もしくは非公開で利用できる最新の研究成果を閲覧することができる。また、

東海、関西、四国、九州向けに表示を工夫した情報掲載マップを利用することができる。

アカウント登録を行うことにより、意見交換の場となる掲示板や非公開情報の利用も可能

となる。（図３－５－（３）－32） 

 
図３－５－（３）－32 各地域向けの関連情報閲覧ページ（関西地域版） 

 

ⅳ)「行動する」 

事前復興に関する資料や、内閣府など国が推奨する防災・減災活動に関する資料が閲覧

できる。また、東海地域の愛知県碧南市など他地域で現在実施されている防災・減災活動

を参考情報として紹介している。（図３－５－（３）－33） 

  

図３－５－（３）－33 事前復興の資料一例 

WebGIS マップ 

・想定震度  

・想定液状化危険度 

・想定津波浸水エリア 

・指定避難所 

・役場や支所 

・緊急輸送道路 

 

地震動の閲覧 

・強震モニタ（陸域） 

・DONET リアルタイ

ム波形（海域） 

 

津浪浸水シミュレーシ

ョン動画 

 

ほか関連情報 
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ⅴ)「研究一覧を見る」 

研究 PJ サブテーマごとの年度報告書内容の閲覧マップ。当プロジェクトが実施した研

究成果を、研究対象位置および実施エリアについて WebGIS マップにて「点」、「線」、「面」

の表記により表現し、全貌を閲覧できるようにした。災害情報プラットフォームの Top 画

面と、研究一覧を見るページにて、マップのサムネイル画像を表示している（図３－５－

（３）－34）。サムネイル画像をクリックすると WebGIS の画面が別ウインドウで起動し、

調査研究推進本部（以下：地震本部）のホームページからプロジェクト報告書より該当す

るページを閲覧できる（図３－５－（３）－35）。 

 

    
 

図３－５－（３）－34 南海トラフ PJ の研究成果の閲覧マップ選択画面 

 

 

 

    

 

図３－５－（３）－35 PJ 研究成果の概要表示イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図をクリック 

①アイコンをクリック

→バルーンが表示 

②研究詳細を表示する

には、URL をクリック 

拡大図 
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ⅵ)「調べる」 

災害情報プラットフォーム内のデータを検索することができる。（図３－５－（３）－36） 

 

図３－５－（３）－36 検索機能ページ 

 

ⅶ)「プロジェクトの概要」 

当研究プロジェクトの概要説明資料の閲覧ができる。（図３－５－（３）－37） 

 

図３－５－（３）－37 南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト概要説明ページ 

各種条件による検索 

検索結果 
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ⅷ)その他の主な情報例 

東京大学で調査した地域ユーザの災害対応の特徴を災害情報プラットフォームのユ

ーザインターフェイス構築やコンテンツ内容の選別に役立てた。また、実証実験を行う

段階で、対象地域の設定として地域リーダーや行政、中間組織などの地域構成の条件を

参考にし、大阪府の都市部、沿岸部、中山間部の選定を行った。名古屋大学のサーバに

あるデータを連携し、東海地域で作詞絵・集約されたローカル情報を災害情報プラット

フォームで表示し、必要とされるユーザ向けのコンテンツとして活用した。DONET の波

形情報と震源決定画面の表示連携を実施した。（表３－５－（３）－５、図３－５－（３）

－38 と 39、写真３－５－（３）－６） 

また、当プロジェクト内の他テーマ研究成果や、広域災害に関連するコンテンツをデ

ータベースに各種登録している。（図３－５－（３）－40 から 45） 

 

表３－５－（３）－５ 登録情報の一例（東京大学の調査・分析結果） 

 

 

  

図３－５－（３）－38 （左） 登録情報の一例（名古屋大学が収集したマップ情報） 

写真３－５－（３）－６ （右）登録情報の一例（VR学習ツール） 

 

実行可能性 記述的規範 主観的規範 リスク コスト 効果評価

Q7_14 0.77115 -0.12248 0.03105 0.17692 0.08543 0.03513 Ｎ．地震の後に、すぐに家から逃げ出しても、無事に避難できる自信がない

Q7_7 0.71237 -0.00404 0.02365 -0.02811 0.13057 -0.01269 Ｇ．地震のとき、急いで家から逃げても、途中で津波に巻き込まれてしまうと思う

Q7_1 -0.73317 -0.04826 0.10202 0.04971 0.0514 0.07152 Ａ．地震が起きた後、すぐに家から逃げ出せば、避難場所まで無事にたどり着くことができると思う

Q7_13 0.05698 0.79193 -0.0007 0.13563 0.06641 0.01969 Ｍ．強く⾧い揺れを感じたら、周りの人は、すぐに避難すると思う

Q7_9 -0.06942 0.53704 0.09899 0.04942 0.06258 0.08758 Ｉ．津波警報が出たら、地域の人の中で避難する人は多いと思う

Q7_15 0.08217 -0.77283 0.05715 0.06224 0.07994 0.08317 Ｏ．大きな地震があっても、周りでは、すぐに逃げる人は少ないと思う

Q7_6 0.05276 0.18684 0.8248 -0.03355 0.03575 -0.03489 Ｆ．地震が起きたら、周りの人も私が避難することを望んでいると思う

Q7_2 -0.11249 0.0433 0.79943 0.00605 0.07579 -0.03703 Ｂ．周りの人は私に対して「大きな地震のときはあなたも避難したほうがいい」と思っている

Q7_11 -0.02055 0.14756 -0.57542 -0.04064 0.13128 -0.03205 Ｋ．大きな揺れの後に自分が避難しないでいても、周りからとがめられることはないと思う

Q7_12 -0.13084 -0.00215 -0.0419 0.89998 0.12138 -0.15499 Ｌ．自宅の建物は、津波に対して危険だと思う

Q7_18 -0.12263 -0.27823 0.11602 -0.33588 0.15322 -0.04604 Ｒ．自宅まで、たいした津波は来ないと思う

Q7_5 -0.12028 0.00491 -0.20988 -0.58036 0.14622 -0.14047 Ｅ．津波がきたとき、自宅に残っていても、たいした危険にはあわずにすむと思う

Q7_3 -0.00895 -0.06615 -0.04378 -0.09829 0.84634 0.03297 Ｃ．避難をすると、支障がでてしまう大事なことがあると思う

Q7_8 0.13605 0.08008 -0.03876 0.02913 0.59925 0.00538 Ｈ．避難をすると、大切なものを失ってしまうかもしれないと思う

Q7_16 -0.02418 -0.0014 -0.04129 -0.00288 -0.20024 0.07038 Ｐ．家を離れて避難をしても、失うものやできなくなって困ることはない

Q7_17 -0.0435 0.12966 -0.00553 -0.05687 0.04235 0.76732 Ｑ．避難場所は津波に対して安全だと思う

Q7_4 -0.38756 -0.03206 -0.05762 0.162 0.03028 0.40069 Ｄ．避難場所までたどりつければ命が助かると思う

Q7_10 0.00345 0.11706 -0.01152 0.03061 0.07532 -0.62234 Ｊ．いまの避難場所では、津波に対して十分ではないと思う
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図３－５－（３）－39 登録情報の一例（DONET 観測データ、表示システム） 

 

  

図３－５－（３）－40 （左）3.11 からの学びのデータベース 

図３－５－（３）－41 （右）震災教訓文献データベース 
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図３－５－（３）－42 （左）動画でふりかえる 3.11 の Top ページ 

図３－５－（３）－43 （右）場所を選択し選んだ動画を閲覧 

 

  

図３－５－（３）－44 愛知県碧南市の海岸保全施設と上下水道施設と市町村役場 

 

 

海岸保全設備 

(H24.3.15 時点) 

施設アイコンをクリックすると詳細情報が表示 
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図３－５－（３）－45 自治体の災害履歴マップ 

 

b) モデル地区での検証と実際の利用 

 害情報プラットフォームを構築するだけでなく、コンテンツの種類や閲覧既往の改善を

図るため、実際にユーザによる利用実験を実施した。ユーザは行政の防災担当者、地域の

実務組織（社会福祉協議会など）、地域住民である。 

対象としたユーザの中でも、特に、詳細な検証を行うことができた社会福祉法人社会福

祉協議会（以下：社協）と行政による災害時の被災者向けの事前研修・訓練と、実際の災

害での利活用について述べる。 

 

ア）平常時の試み 

ⅰ) 想定被害情報の提供 

地震動と津波の被害が発生すると想定されている大阪府にて、要支援者対策を実務担当

する行政と社協の職員を対象に、災害情報プラットフォームの利用検証を実施した。（図３

－５－（３）－46） 

 災害情報プラットフォーム全体についての利用研修会は、大阪府全域を担当する府社協

と協力し府下の41地域の市町村社協職員を対象に実施した。写真３－５－（３）－７のよ

うに全体説明を実施し、平常時からどのような災害情報があるのかを知っておくこと、ま

た平常時からの災害時要支援者対応業務の運用改善につながるツールの利活用方法につい

て理解し、災害時にも無理なく活用できるかを検証している．災害情報としては、予想さ

れる地震動や津波浸水エリア、避難所などの主要施設や交通インフラの現状把握などであ

る（図３－５－（３）－47と48）。 

 



332 

 

    

図３－５－（３）－46 （左） 南海トラフと大阪府の位置関係 

写真３－５－（３）－７ （右）大阪府での研修 

  

 

図３－５－（３）－47 想定震度分布と想定津波浸水エリアの情報 

 

 

図３－５－（３）－48 要支援者避難ルート検討マップ 左側青色は浸水エリア 

 

ⅱ) DONETのリアルタイム観測情報の提供 

研修会では、紀伊半島沖および四国東部沖で観測しているDONETの観測情報を提供し、震

源エリアが西と東に分割して被害が発生する可能性を考慮した災害対応についての検討も

実施した（図３－５－（３）－49）。その場合、大阪府では数日から数年の時間差を置いて

推定震度情報 

津波推定浸水エリア  

大阪府 . 

南海トラフ  
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大地震に見舞われる可能性があるため、突発的な対応と同時に事前準備に時間的猶予があ

る場合の計画を考えておく必要がある。 

 

ⅲ) 既存の仕組みを活用した広域連携の計画立案 

社協における府全域の連携に関しては、既存の仕組みとして４ブロックに分けられたエ

リアが相互協力する関係性が構築されていた。この仕組みを活用し、情報利用の面でこの

仕組みを強化するために、情報共有の場としてポータルサイト構築をおこない、また、迅

速な情報共有を実現するための書類やデータフォーマットの統一を行った。（図３－５－

（３）－50） 

 

ⅳ) 参加している組織・団体 

事前研修や地域実践活動への参加リストを以下の表３－５－（３）－６で示す。これら

組織・団体は、災害発生時に地域内での支援活動を実働することが期待される共助と公助

のリソースと考えられる。平常時から研修や訓練に参加し相互協力の可能性について議論

した。 

 

       

図３－５－（３）－49 大阪府における地震動と津波の影響とDONETリアルタイム波形情報

などの提供 

 

   

図３－５－（３）－50 大阪府内の社協地域ブロックと連携体制 

 

 

2 回強い揺れ、津波も発生する可能性がある  

西側で発生  
東側で発生  

大阪府はどちらで

も被害あるかも  

  
DONET リアルタイム波形データ 
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表３－５－（３）－６ 研修と訓練に参加している組織・団体 

名称 社会的役割 規模 参加活動の概要 

大阪府社会福祉

協議会 

住民主体の理念に基づき・地域住民やボランティ

アの参加により地域の様々な福祉課題の解決に取

り組む組織 

都道府県 地域福祉・防災に関する

大阪府内の調整や事前

研修の実施 

各市町村社会福

祉協議会（41市

町村） 

同上 基礎自治体 地域福祉・防災に関する

現地の実務組織 

社会福祉施設 老人、児童、心身障害者、生活困窮者等社会生活を

営む上で、様々なサービスを必要としている者を

援護、育. 成し、または更生のための各種治療訓

練等を行い、これら要援護者の福祉増進を図る 

基礎自治体 災害時要支援者などの

受け入れ施設 

社会福祉推進委

員 

社会福祉協議会における各事業のあり方検討と推

進、災害救援活動の応援体制の確立 

基礎自治体 社会福祉協議会の活動

をサポート 

民生委員児童委

員協議会 

社会的孤立の問題が顕在化していることから、地

域における見守り活動の強化 

町/区 地域見守り活動の実施 

自主防災会 地域住民が協力して「自分たちの地域を自分たち

で守る」ために立ち上げる組織 

町/区 防災に関する地域住民

の協働組織 

消防団 消防組織法に基づき、各市町村に設置される消防

機関。地域における消防防災のリーダーとして、平

常時・非常時を問わずその地域に密着し、住民の安

心と安全を守る 

基礎自治体 災害発生時の火災など

への対処 

婦人会 男女平等の推進、青少年の健全育成、家庭生活並び

に社会生活の刷新、高齢化社会への対応、地域社会

の福祉増進などの実現 

町/区 高齢化社会への対応や、

地域社会の福祉対応 

町内会/自治会 そこに住んでいる誰もが住んでよかったと思える

地域社会の実現に向け、地域のさまざまな課題を

協働して解決していく場であるとともに、住民相

互のコミュニケーションづくりの中心となるもの 

町/区 地域住民コミュニケー

ションの場 

NPO法人（福祉・

防災関連） 

ボランティア活動をはじめとする市民の自由な社

会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展

を促進する 

民間 保健、医療、福祉の増進

を図る活動、災害救援活

動、地域安全活動 

市町村役場 行政事務を取り扱う役所 基礎自治体  

 

イ）災害時の試み 

ⅰ) 2018 年大阪府北部の地震 

2018 年６月 18 日７時 58 分に発生した M6.1 の地震では、６月 19 日から 22 日の間

に災害 VC が大阪府の北摂地域各地で開設された。この状況に対し、大阪府社協と連絡・

調整を行った上、災害発生直後から被害状況の把握を行うことができた。また、活動判

断が可能となるように、推定震度分布と災害前の航空写真を災害情報プラットフォー

ムに掲載し、大判地図（B0 版）を印刷し利用した。この大判地図は現地災害 VC 内に掲

示され、災害 VC 運営者らの被災状況の把握と、地域内外から参加した災害ボランティ

アに向けた被害状況の発信にも活用された。このように、災害情報プラットフォーム

は、被害の大きな地域の判断、作業箇所の優先順位や被災者支援活動での必要人員数

予測に役立てられた。（図３－５－（３）－51 と 52、写真３－５－（３）－８と９） 

 

ⅱ) 2018 年台風 21 号による災害 

2018 年 9 月 4 日に西日本を通過した台風 21 号（大阪府：最大瞬間風速 58.1m/s、最

高潮位 329cm）は大阪湾沿岸部への高潮の影響と強風の被害をもたらした。大阪府沿岸

部に南海トラフによる津波浸水の想定情報を、大判印刷地図と WebGIS ツールにより大

阪府社協および被災現地の市町社協に提供した。今回の災害は津波ではないため、津

波浸水の想定情報が直接的に役に立ったわけではないが、沿岸部の低標高地域や河川
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の遡上の危険性がある箇所についての危険性の再確認や、海からの浸水被害に対する

意識啓発を目的に情報提供した。関西国際空港への高潮被害は想定外の結果になった

が、幸いなことに大阪府南部に位置する泉州地域の本州陸側では目立った高潮被害は

無かった。（図３－５－（３）－53 と 54） 

 

     

図３－５－（３）－51（左）大阪府北部の地震にて対応した市の位置図（着色個所） 

図３－５－（３）－52（右）推定震度の広域地図（6/18）と災害 VC の位置 

（オレンジ：震度 6 弱、250m メッシュデータ） 

 

            

図３－５－（３）－53 （左）台風 21 号被害にて対応した市町の位置図（着色個所） 

図３－５－（３）－54 （右）マップには津波浸水想定と現地写真を表示 

 

  

写真３－５－（３）－８（左）大阪府茨木市災害 VC の推定震度マップ （平成 30 年 6/24） 

写真３－５－（３）－９（右）大阪府北部の地震による被害（平成 30 年 6/19） 

・強風 
・洪水 
・土砂災害  
・高潮 
・火事 
・ライフライン

供給停止 
・交通規制  

・住宅被害  
・ライフライン

供給停止 
・鉄道停止  
・医療施設破損 

阪南市  泉佐野市  

Red area:NIED Supported Areas 

Red area:NIED Supported Areas 

関西国際空港  
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ⅲ) 活動内容の検証 

平常時から災害対応時、また復旧・復興時における災害情報プラットフォームの利活

用実情について関係者と振り返りの会議を実施し、改善点について検証を行った。（図

３－５－（３）－55、写真３－５－（３）－10 と 11） 

 

 

図３－５－（３）－55 災害情報プラットフォームの利活用検証サイクル 

 

  

写真３－５－（３）－10（左）大阪府の社協による北部地震と台風21号の対応 

振り返り（平成30年11/19） 

写真３－５－（３）－11（右）同上 

 

c) 災害情報が利活用されたことによる効果 

ア） 現地運営の活動効率向上 

災害ボランティア活動の運営調整を実施する社協職員や NPO 等の関係者において、平常
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時から被害想定や震度情報などの災害情報を活用する研修や訓練を実施していたことによ

り、災害発生時には迅速に災害情報を利活用するという手法が定着した。その手法定着に

より、災害情報に関わる作成・発信側と受け手側のスムーズな連携が可能となった。2018

大阪府北部の地震では、震度６弱が発生したと想定された地域である大阪府の枚方、高槻、

茨木、箕面、豊中、吹田、摂津市の７市と、全体を把握する立場にある府社協を合わせた

８か所に対して面的な想定震度分布情報が閲覧できる Web マップと印刷された大判地図を

提供した。茨木市では推定震度分布情報を利用し、被災者支援が必要なエリアの優先順位

を判断した（図３－５－（３）－56）。台風 21 号被害では、合計 14 か所に必要な災害情報

を提供した。大阪府沿岸南部の、阪南、泉南、泉佐野、貝塚、岸和田、泉大津、和泉市の

7 市と熊取町の１町に対して高潮被害を考慮し、浸水想定エリア情報が閲覧できる Web マ

ップと印刷された大判地図を提供した。また強風被害エリアとして内陸の河内長野、富田

林、茨木市、豊中、吹田の５市と、全体を把握する府社協に対しては、土砂災害危険区域

を閲覧できる Web マップと印刷された大判地図を提供した。これらの各種災害情報を運営

関係者が利用することにより、各地域での迅速な被害想定の把握が可能となり、活動調整

に役立てられた。 

 

イ） 府域の広域運営支援の実施 

大阪府北部の地震では、災害ボランティア活動の運営調整を実施する社協職員や NPO 等

の関係者において、平常時から被害想定や震度情報などの災害情報を活用する研修や訓練

を実施していたことにより、災害発生時における府全体の活動調整と、必要人材の派遣調

整にも推定震度分布と建物被害推定情報による判断が行われ、甚大被害地域への効率的な

支援活動が実施された。（図３－５－（３）－57 から 60） 

 

図３－５－（３）－56 推定震度分布を利用した調査被害エリア有無の判断 

（茨木市） 

オレンジ：想定震度６弱 

黄色：想定震度５強 

赤枠:調査対象地域ブロック 
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図３－５－（３）－57 広域推定震度分布を利用した大阪府内の甚大被害エリア判断 

 

 

図３－５－（３）－58 大阪府域での人的支援の連携と府・市町村の関係 

 

  

図３－５－（３）－59 （左）平常時の効果（大阪府） 

図３－５－（３）－60 （右）災害時の効果（大阪府） 

 

赤枠 :甚大被害が

予想される地域 

青枠:大阪府 
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d) 災害情報利活用実験のまとめ 

災害時要支援者への対応について一気通貫の利用検証を行った。実動組織としては、主

に社協、行政、福祉委員、地域 NPO、地域住民である。図３－５－（３）－61 では実際の

対応において災害情報プラットフォームの利活用タイミングと活動フローを記述する。 

災害後１年経過したのち、関係者への調査検証を実施し、災害情報プラットフォームを

利活用したことによる、事前の取り組みや、災害時の活動判断に役立ったことが裏付けら

れた。 

 

 

図３－５－（３）－61 災害時要支援者対応における社協間の情報利活用フロー 

（赤い矢印が災害情報プラットフォームおよび機能の一部が利活用された個所） 


